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岐申県森林研削報， 29 (2000) 

昆血寄生性線虫クシダネマによるコガネムシ類の生物的防除

大橋章博

Biological control of Scarabeid beetle larvae by entomopathogenic nematode 
Steinernemα kushidαi 

Akihiro OHASHI 

クシダネマ Steinernema kushidai (MAMIYA)のコガネムシ類幼虫に対する防除効果を明らか
にするため，室内での殺虫性試験と 1号外施m試験を行った。室内における殺虫性試験では. クシ

ダネマの殺虫力は20<:;から 30<:;の温度域で高かったが， 15<:;以下および35<:;では十分な殺虫力が

得られなかった。この原因として，寄主昆虫の摂食活動の低下や，クシダネマの死亡が考えられ
た。ヒノキ苗畑における野外施用試験では，感染態 3 期幼虫100万頭/m'， 50万頭/可処理はMP
F処理と同等の|坊除効果が認められた。また，クシダネマは処理 4 ヶ月後においても土壌中で生

存し，殺虫活性も保持していたことから，その防除効果は長期間維持されると考えられた。

キーワード:生物的防除，クシダネマ 81胎'inernema kushíd，剖;コガネムシ類，闘場試験

I はじめに

コガネムシ類の幼虫はスギ，ヒノキの苗の恨を食害

し，時に壊滅的な被害を与えるため，これら幼虫によ

る被害は前木生産上大きな問題となっている。コガネ

ムシ類幼虫の紡除には化学農薬が使われているが.幼

虫が土壌中で加害するため，処理した薬剤が虫体に直

接かからず，難防除害虫のーっとなっている。また.

近年，化学農薬による環境汚染や標的外生物への悪影

響，病害虫における抵抗性の獲得などの弊害が認めら

れるようになり，化学農薬を大量に使用しない防除方

法の開発が望まれている。

こうした中，天敵微生物を利用する生物的防除は，

環境負荷の小さい防除技術として期待されている。な

かでも，昆虫寄生性線虫の一種であるクシダネマ

Steinθ'rnema kushidai (MAMIYA)は，ヨガネムシ類

の幼虫に対して高い感染力と殺虫力を有することが知

られている(中田ら， 1987; MAMIYA , 1989)。室内

試験におけるクシダネマの殺虫性に関する報告は多く，

温度や湿度，紫外線，化学農薬などがクシダネマに

およぽす影響についてはすでに明らかにされている

(藤家ら， 1993; FUJII日 et α 1. ， 1995; FUJIIE et al. , 

1996)。しかし，闘場における防|除試験は大矢・上和

田(1990) によるサツマイモ畑の一例のみで，ほかに

ヒノキ前 (KOIZUMI et a l., 1983) ， サツマイモ(上

回ら， 1989) での報告はみられるが，いずれも I の枠

試験』ことどまっている。

そこで今回，クシダネマの殺虫性について検討する
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とともに，ヒノキ苗畑における防除効果について検討

したので報告する。

なお，試験を実施するに当たり，クシダネマを分与

していただいた株式会社クボタの鈴木伸和氏と苗畑を

提供していただいた加茂山林種苗生産組合副組合長の

酒向康夫氏に感謝する。

E 材料および方法

1.供試線虫

試験に使則したクシダネマは，株式会社クボタより

分与された感染態 3 期幼虫(以下 J 皿)を用いた。

2. 室内における殺虫性試験

( 1 )接種頭数と殺虫率

プラスチックカップ(直径 9 cm，高さ 4 岨，以下向

じカップを用いた)に腐葉土を入れ， 1 me当たり 10頭，

50頭， 100頭， 50日頭， 1 ， 000頭， 5 ，000頭に調整した J

E懸消液を 1 me接種した。|司時に， J 皿を接種しない

無処理区も設けた。ここにドウガネプイブイ 3 齢幼虫

を l 頭ずつ入れ， 25<:; に設定した恒dl探内で飼育 L ，

その後の死亡状況を20日間調資した。死亡した幼虫は

滅菌水を満たしたペトリ皿に入れ，クシダネマの増殖

を雑誌して.クシダネマによる死亡か沓かを判定した。

なお，各処理数は30と L，これを 4 反復おこなった。

( 2 )温度と殺虫率

プラスチックカップに腐葉土を入れ， I ,OOOìíli/ m! 

に調整した JIII 懸濁液を 1 m!接種した。ここにドウ



ガネブイプイ 3 齢幼虫を l 頭ずつ入れ， 10'C, 15 'C, 

20 'C, 25 'C, 30'C, 35'Cの恨i且探内で飼育した。また，

同時に J 田を接種しない無処理区も設けた。処理後初

日間，毎日幼虫の死亡状況について調べた。また，死

亡した幼虫は滅菌水を満たしたペトリ皿に入れ，クシ

ダネマの増殖を確認して，クシダネマによる死亡か否

かを判定した。各処理数は30とし，これを 4 反復行っ

た。

( 3 )温度とクシダネマ生存率

100m!三角フラスコにクシダネマ1 ， 000頭を懸濁させ

た脱イオン水30mi!を入れ.これを 10'C， 15 'C, 20 'C, 

25 'C, 30'C, 35'Cの恒温器に入れた。 10 日経過後，ク

シダネマの生存率を調べた。また，ペトリ皿に知l土を

入れ，オートクレープで120'C， 40分高圧滅菌した後，

一昼夜放置し，ここにクシダネマを 1，000頭接種した。

これを，同様に10'C， 15 'C, 20'C, 25 'C, 30 'C, 35'C 

の恒温器に入れ， 10日経過後にベールマン氏法でクシ

ダネマを分離し，生存準を調べた。

( 4 )温度と幼虫体重増加量

プラスチックカップに腐葉土を入れ，ここにあらか

じめ個体重を測定したドウガネプイブイ 3 齢幼虫を 1

頭ずつ入れた。このカップを 10'C， 15 'C, 20 'C, 25'C, 

30'C, 35'Cの恒淑器に入れ飼育した。各処理数は 10 と

し，これを 3 反復行った。 10 日経過後，再び幼虫の個

体重を測定した。

3. 野外施用試験

( 1 )枠試験

枠試験における防除効果について検討するため，岐

阜県森林科学研究所の構内に縦 1mX横 1mX 深さ

O.4mのコンクリートブロック枠を設置し，ヒノキ 2

年生苗木をお本ずつ植栽した後，網箱で被覆した。処

理区は J 皿 10万頭/ば施用区，ダイアジノン粒剤 9 g 

/ば施用区， MPP粒剤 9g/施用区，無処理!区の 4

種である。このうち， J rn 施用区は500ìíJl/ me に調整

した懸濁液を2000meジョロで土壌表面に散布し.粒弗l

施用区は所定量を苗聞に土壌混和した。これらの処理

はいずれも平成 8 年 7 月 10日に行い， 1 週間後の 7 月

17日にドウガネブイプイ 2 齢幼虫を各処理区とも 30頭

ずつ放虫した。 4 ヶ月後の11月 8 日に，各処坦区の苗

を掘り起こしてドウガネプイブイ幼虫の生存率，根の

食害状況を調査した。

なお，根の食害状況は，竹谷 (1990) にしたがって，

次のように区別した。

0 ・健全(根の食害は全然なし)

I :微害(細線がわずかに食害)

II: 中害(微害と激害の中間)

阻: iiJ~害(主軸だけ残して側恨はすべて食害)

W 枯死

( 2 )圃場試験

野外におけるクシダネマの防除効果について検討す

るため，加茂郡富加町の苗畑に試験区を設置した。こ

の試験区は作畝時にMPP粒剤 (12kg/10 a )を土主主

混和した後，畝間80cm，幅1∞叩lの畝を作り，苗問 15

cmでヒノキ 1 年生前を植栽した。この畝を10mおよび

5mの長さに区切り処理区を設けた。処理区は J 皿 100

万頭/m'施用区， 50万頭/ば施用区， 25万líJVm'施用

区， MPP乳剤1000倍液1000m!/m'h血用区，無処理区

の 5種で，これらの配置は図ー 1 に示すとおりである。

このうち J 聞はあらかじめ 1 m'当たり 1000m!の水に設

定頭数になるよう懸濁液を調整したc 畝の中心を浅く

溝切り L，ここに懸濁液をジヨ口で散布した後，土を

埋め戻した。その後， 1m2当たり 1000m!の水をさらに

ジョロで散布した。なお，これらの処理はMPP乳剤

の散布を 1998年 7 月 31 日に， J rn散布を 8 月初日午後

6 時に行った。昨年12月 14日仁各処理区の苗を掘り取

り，枠試験と同じ方法で根の食害状況について調査し

た。処理後から掘り取り調査までの気温，降水量の経

過は図-2 に示すとおりである。

また，苗畑におけるクシダネマの生存状況を調査す

るため， J 皿処浬後， 1998年 9 月 2 日， 10月 8 日， 11

月 11 日， 12月 14 日にそれぞれの処理区から各 2 カ所の

土嬢を約100cmずつ採取した。持ち帰った土を200m! プ

ラスチックカップに入れ，その中にドウガネブイブイ

3 齢幼虫を l 頭ずつ放飼 L ， 25'C下ドおき，クシダネ

マの感染による幼虫の死亡を調査した。

骨且旦+
民設主入刊誌芯主主耳羽穆暗暗傍園田盛田阿古設投法~止潤

国 100万頭施用

50万頭施用

25万頭施用

医~MPP糊l施周
仁コ無処理

図-1. 防除試験処理区

田 結果および考察

1.室内における殺虫性試験

( 1 )接種頭数と殺虫率

1m 

援組長員数別のドウガネプイプイ幼虫の死亡率を示し

たのが図-3 である。クシダネマの按種ìíJl数が多いほ

ど死亡率は高くなり， 1 カップ当たり 500頭以上按種

した場合，ほとんどの供試虫が死亡した。また，死亡
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図-2 試験地の気温および降水量(美濃加茂司 1998)

岐阜県気象月報(岐阜地方気象台， 1998-99)より作成
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図-3 接種頭数別死亡率

までの日数は桜種頭数が多いほど短くなる傾向がみら

れた。このうち 1 ， 000耳目接種と 5 ， 000lílí按種では殺虫率，

~II効性に差がみられなかったことから， 1 カップ当た

りの桜種頭数は1 ， 000頭が最も効果的であると考えら

れた。これを申純に而積換算すると当たり約15万頭の

接種頭数となるが，これは室内試験の結果であり，紫

外線，高温，乾燥などのクシダネマにおよほす影響を

考癒すると(藤家ら， 1993) ，野外においては，これ

以上の接税頭数が必要と考えられる。

( 2 )温度と殺虫率

クシダネマの殺虫力に対する温度の影響を示したの

が図-4 である。幼虫死亡率は20'C， 25 'C, 30'C処理

区でそれぞれ88% ， 100% , 77% と高< ，特 tこ 25 'C処

理区でクシダネマの高い殺虫力由マ忍められた。これに

対 L ， 10 'C, 15 'C, 35'C処理区の死亡率は 8 %, 0% , 

7% と低かった。特に， 15'C処埋区では，死亡虫が全

ぐ認められなかった。

すべての死亡個体からクシダネマが確認できたこと

から幼虫の死亡は。阿時に設けた無処理nlまではいずれ

の泊度条件でも死亡虫は見られなかった。

次に，死亡率が高かった20'C， 25 'C, 30'C処理|互に

ついて，即ガ~t生の面から検討してみると， 25'C処理区

では処理n後 3 日目には幼虫の死亡が認められ 5 日後

には死亡率は50%に遥 L ， 13 日後には死亡率100% に
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図-4 ドブガネブイブイ幼虫の死亡率に及ぼす温度の影響
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図-5 ?シダマネの生存率に及ぼす温度の影響

遣した。これに対 L ， 20'C, 30'C処理区では25'Cに比

べ，やや遅れて死亡個体が見られ 7 日後には死亡率

が50% に透した。

また，試験期間中に死亡がみられなかった10'C， 15 

'C, 35'C処理区の幼虫を25'C条件下に移して飼育した

ところ， 10 'C, 15'C処理した幼虫は全て死亡し， 35'C 

処理区の幼虫は死亡しなかった。このことから，クシ

ダネマは10'C， 15'C処週下では殺虫活性を保持してい

るが， 35'Cでは殺虫活性を失うことがわかった。

( 3 )温度とクシダネマ生存率

各温度別のクシダネマの生存率を示したのが図~5

である。水中での生存率は1O'Cから30'Cでは.いずれ

も 60%以上と高かったが， 35'Cでは生存率が20% と低

くなった。土中での生存率についても同様で， 10'Cか

ら 30'Cではおよそ40%の生存率であったが， 35'Cでは

9% と低い生存率だった。このように水中，土中とも
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35'Cの温度では.クシゲネマの生存率の急激な低下が

認められた。また， FUJIIE et 81. (1995) はクシダネ

マの共生細菌が10'C -35'Cの温度域で生存率に変化は

見られないことを報告していることから， 35'Cの温度

域で殺虫率が低い原因は，クシダネマの死亡によるた

めと考えられる。

( 4 )温度と幼虫の体重増加量

各iilit度条件下におけるドウガネブイプイ幼虫の体重

増加l量を示したのが図~6 である。処理温度が20'C，

25 'C, 30'Cでは大きな体重増加lを示したものの， 10'C, 

15'Cではあまり体重増加がみられなかった。このこと

から， 10'C, 15'Cでは幼虫の摂食活動が低下するため，

クシダネ7 とおJ虫が遭過する機会が減ったことが原因

と考えられる。また ， s白血θ'J'nema属の線虫は寄主探

索能力を有し，需主が発散する炭酸ガスや体臭， -IJ1'iW 

物などを特典的に感じ，寄主を識別するといわれてい



る。したがって， 10 'C, 15'Cでは幼虫の摂食活動が低

下し，これにともなって，クシダネマの寄主探査機能

が低下したことも，低温j或で殺虫率が低下した原因の

ーっと考えられる。今後は. il日L度条例が共生細菌に及

ぼす影響についても検討し，低温域で殺虫率が低下す

る JJl(囚を把握する必要があろう。

2. 野外施用試験

( 1 )枠試験

各処理区の根の食害状況および幼虫死亡率を示した

のが表 1 である。 幼虫死亡率は無処理区が17%で

あるのに対して， J 皿腕用区，ダイアジノン施用区が

(mg/dayl自}
30 

220 
増
加
量

10 

(平均:tso)

。

10 15 20 25 30 35 
処理温度('C)

図-6 ドブガネブイブイ幼虫の体重増加量に及ぼす

温度の影響

表-1

処理区 。 I 

J DI10万頭 11 11 

ダイアジノン粒剤 13 9 

MPP粒剤 12 11 

無処理 4 13 

100% , MP P 施m区治宝97%であり，いずれの処埋も
高い殺虫率を示した。市木被害率は無処理区が84% に

士十 l ， J 皿 !jl!i用|豆地さ56% ， ダイアジノン』品用区カず48% ，

MPP施用区が52% といずれの処理も無処理!区を下回っ

た。これら処理|互の根の食害状況について

BONFERRONIの多重比較法を用いて解析したところ，

いずれの施用区も無処埋区との問に有意な差が認めら

れたが，施用区聞に差は認められなかった (pく 0.05)。

( 2 )圃場試験

各処理区の根の食害状況および得苗率を示したのが

表-2 である。ヒノキ商木の被害率は，無処理区が54

%であるのに対してMPP施朋区が10% , J illlOO万
頭施用区が 7 %, 50万頭施用区が10% ， 25万頭施用区

が18%で，いずれの施用区も無処理区を下回った。同

様に.待苗率は無処理区が52%であるのに対 l ， MP 
P施用区が90% ， J 皿 100万頭施用区が99% ， 50万頭

繊用区が98% ， 25万頭施用区カ雪92%であった。これら

処理区の根の食害状況についてBONFERROl引の多重比

較法を用いて解析したところ，いずれの施用区も無処

理区との問に有意な差が認められた (pく 0.05)。ま

た，施用区間では J 皿 100万頭， 50万頭， MPP施用区

と J 皿 25万頭施用区とに有意差が認められた (p く 0

05) 。

棋の食害状況は試験地の虫密度によって変わるため，

これらの比較だけでは薬剤lの防除効果を判定するには

不十分である。そこで竹谷 (1990) の方法に従って根

の食害状況を数量化し被害減少率を求めた(表- 2 )。

この被害減少率と得苗率との関係を示したのが図ー 7

各処理区における防除効果(枠試験)

E

一
3
3
2
8

皿
一
0
0
0
0

被害率 得酋率

56%' 88% 

48%. 88% 

52% ‘ 92% 

84% b 68% 

N

一
0
0
0
0

死亡率

100% 

100% 

97% 

17% 

a，b: 符号が異なる処理聞に有意差があることを示す( Bonferronlの多重比較， pぐ 0.05)

表-2 各処理区における防除効果(掴場試験)

処理区 。 I E 皿 N 被害率 得商率 ポイント 被害減少率

J DI100万頃 327 20 4 。 。 7% • 99% 0.10 96% 

J DI50万頭 593 48 15 。 。 10% • 98% 0.16 93% 

J DI25万頭 542 71 45 5 1 18% b 92% 0.43 82% 

MPP乳剤l 362 。 25 17 。 10% • 90% 0.50 80% 

無処理 349 43 190 155 21 54% ロ 52% 2.45 日%

a,b :符号が異なる処理聞に有意差があることを示す( Bonferroniの多量比較， pぐ 0.05)
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図-7 被害減少率と得苗率

である。ここで防除効果基準を竹谷 (1990) に習い，

得苗率80%以上.被害減少率50%以上とすると. J m 
施丹j区はいずれもこの基準をクリアした。

これらの結果から. J 皿を 1 m'当たり 50万頭以上施

用することで，現在コガネムシ防除で行われているM

PP施用と同等の防除効果が得られることが明らかに

なった。

次に，クシダネマの生存状況を検討するため.各処

理区から採取した土嬢で飼育したドウガネプイプイ幼

虫の死亡率を示したのが表-3 である。 J m施用区の

幼虫死亡率は全期聞を通して50-100%であった。採

取した土の量は100ccと少なしサンプル数も少なかっ

たにもかかわらず，クシダネマの感染による死亡が認

められたことから，クシダネマは処理 4 か月後におい

ても土境中で生存しており，殺虫活性も保持している

と考えられた。 KOlZUMI et 81. (1988) は 1 m'の枠試

験において. J 皿を 1 m'当たり 10万頭. 5日万頭. 100 

万頭施用し. 2 年間は感染力が持続すると述べている。

また，大矢ら (1990) はサツマイモ聞場で 1 m'当たり

5 万頭. 10万頭. 20万頭施用したところ，その 5 か月

後仁20万頭施1日区では感染による死亡が認められたが.

他の施用区では感染による死亡は認められなかったと

述べている。このように，野外におけるクシダネマの

防除効果の持続性については結栄に遠いがみられるが，

クシダネマの施用数が多ければ防除効果は数ヶ月持続

すると考えられる。このことより，春，作畝l時にクシ

ダネマを絡用することによって.一年を通した防除の

可能性が示唆された。

W おわりに

本試験の結果から，クシダネマは闘場においてコガ

ネムシ類幼虫に対して実用的な防除効果を持つことが

認められた。特に J 皿 100万頭/m'. 50万頭/m'施問

は既存薬剤のMPP乳剤!と同等の防除効果が得られた。

しかし一方で，クシダネマは高温や乾燥に弱いといっ

た問題も明らかになった。また，今回は言及しなかっ

たが，クシダネマ製剤lは化学農薬に比べ高価であると

いった問題もある。今後この技術を普及させるには.

取り扱い易さを考慮した製剤l化技術の改良ゃ安価な培

養技術の開発か重要なポイントとなる。

線虫類を利用する防除法には.CI 宿主探索能力があ

る，②農薬との混合施用が可能である等の利点がある。

とりわけ，クシダネマは一部の殺虫剤を除き混用散布，

近接散布できることが知られている(橘ら. 1999) 。

こうした特徴は，現行の施業体系にクシダネマを容易

に組み込むことができる点で優れており，総合的な防

除技術を確立するための有望な素材であると忠われる。
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資料

単木混交で植栽された広葉樹 6 種の初期成長

横井秀一

キーワード:広葉樹，混植，初期成長，人工林

I はじめに

広葉樹林を積極的に造成しようとする社会情勢の中

で，植栽による広葉樹林の造成が各地で行われている。

しかし，多くの現場では，幼齢時に受ける獣害や雪害

などの諸被害によって成林が阻害され，問題となって

いる。これらの被害を回避するための方法としては，

個々の被害に対してその防除を行うことのほかに，数

樹種を混植することで危険分散を図ることが考えられ

る。しかし，広葉樹を混植した事例は少なく，その危

険分散に対する効呆やそれが祖栽木の成長に及ぼす影

響などは十分に解明されていない。

そこで，幼齢時の被害に対する危険分散を目的に広

葉樹 6 樹種(ウダイカンパ，ミズメ，プナ，クリ.ケ

ヤキ，カツラ)を単木混交で植栽する試験を行った。

本報告は，この試験地の植栽後 6 年間の被害状況と各

樹種の成長状況をとりまとめたものである。

E 試験地と方法

1.試験地

試験地は，岐阜県大野郡清見村巣野俣に設置した。

海抜高は89日 m，地形は斜面中下部の問地形である。

斜面方位は北東，斜面の傾斜は29-36度，土壊型は

BD~開，最深積雪深は1.0- 1.5皿である。

1993年秋から 1994年春にかけて前生の広葉樹(オニ

グルミ，ミズキなど)を伐倒 L ， 1994年 5 月に 6 種の

広葉樹を植栽した。植栽樹種と配置は，ウグイカンパ，

カツラ，ケヤキ，ミズメ.プナ，クリを，この順番の

繰り返しで等高線方向に北西から南東に向かつて単木

的に混交させた。植栽密度は6，300本/haである。植

栽後の保育は，下メ1) りと雪起こしを毎年実施した。

2. 方法

1995年 5 月，試験地の中央付近に棋準地(面積124

m') を設定 L，調資を開始した。調査対象木の本数は，

ウダイカンパ12本. ミズメ 15本，プナ16本，クリ 8 本，

ケヤキ13本，カツラ 14本の計78本である。成長調査は，

設定時と 1995ij'から 1999年の毎年10月か11月に，標準

地内の全植栽木について主幹の直径と樹高を測定した。

主幹の直径は， 1995年から 1997年は地上高20cmでの娘

元直径を， 1997年から 1999年は地上高1.2mでの胸高

直径を測定した。樹高は，地際から主幹の先端までの

直線距離を測定した。また， 1999年には枝下高と樹冠

l隔を測定した。樹冠幅は，等高線方向と傾斜方向の 2

方向を測定し.以下の検討にはその相乗平均を使用し

た。さらに， 1996年から 1998年のそれぞれ 4 月に樹幹

の倒伏状況を， 1997年と 1998年の成長調査時には樹冠

の受光環境を調査した。樹幹の倒伏状況は，植栽木の

根元からの鉛直線を基線として，基線と主幹とが作る

角度が 0-29度であれば直立， 30-59度であれば斜立，

60度以上のときを倒伏とした。樹冠の受光環境は，樹

冠のほほ全体が直射光を受けられる状態にあるものを

受光度 1 ，他の樹冠に妨げられて樹冠の 部しか直射

光を受けられないものを受光度 2 ，完全に下層になっ

て直射光をほとんど受けることができないものを受光

度 3 として区分した。また， 1997年 2 月に植栽木の雪

上に出ている部位にマーキングをして，その年の 4 月

に地際からマークまでの長さをi則'走した。

E 結果と考察

1 .植栽木の被害状況

調査期間中にみられた植栽木の被害を表ー uこ示す。

期間中の枯死は，ミズメとプナ，クリに計 4 本発生し

た。植栽木に発生した被害は虫害と雪圧害で，獣害は

みられなかった(ただし，病害は未調査)。虫害は，

穿孔性害虫(力11害種は不明)による食害がウダイカン

パとミズメ，ブナに発生した。この内プナの被害個体

は枯死したが，虫害と枯死との因果関係は明らかには

できなかった。雪圧害(樹幹の斜立や倒伏は雪起こし

によって1m復させたため，ここでは被害に含めず，後

述する)は，幹折れがケヤキに.梢端折れと幹曲がり

がミズメに，棟浮きがミズメとプナに発生した。この

内，それが原因で被害水が枯死したのは根浮きのみで

あった。また，クリの枯死個体には虫害や雪圧害はみ

られず，枯死の原因は特定できなかった。

当試験地では獣害が先生しなかったものの，同じ斜
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調査期間中の植栽木の被害状況表ー 1

根浮き

0 

2(1) 

1(1) 

0 

0 

0 

れ
一

折
一
0
0
0
0
1
0

幹
一

虫害

穿孔性害虫

2 

1(1) 

0 

0 

0 

獣害

0

0

0

0

0

0

 

枯死本

0

1

2

1

0

0

 

棟本数

2

5

6

8

3

4

 

1

1

1

1

1

 

樹種

ウゲイ古ンパ

ミズメ

フナ

ウリ

ケヤキ

カツラ

いずれも本数で示す。

1995年 5 月と 1999年 11 月における植栽木のサイズ

樹種
1999年11 月

標本数胸高直径(om) 樹高 (m) 枝下高(m) 樹冠幅 (m)

12 6.44土 1.12 a曲=1: 1.22 3.39:!:O.57 3.03:同58

14 3.87土 1.36 5.37'" 1.20 1.34土0.53 1.95士0.54

14 1.29 :f:O.26 2.50土0.31 0.53土0.27 1.29"'0.23 

7 3.94"'1.51 5.64土1.09 0.90"'0.50 3.13"'0.64 

13 3.62"'0.92 4.95土0.75 1.22"'0.21 2.59土0.49

14 5.47"'1.09 6.68"'0.90 0.63"'0.24 2.34土0.30

表-2

1995茸5月

概本数根元直径(，m) 樹高(m)

ウザイカン，( 12 2.06"'0.44 2.11 士0.24

ミズメ 15 1.39"'0.20 1.56土0.26

1ナ 16 0.90"'0.18 0.89土0.20

?リ 8 1.03土0.23 1.48土0 四

ケヤキ 13 1.18土0.16 1.63土0.28

カツラ 14 1.50"'0.21 1.59土0.19

欄本数以外回数値は，平崎値±標準偏差で示す固

9 

7 

6

5

4

3

2
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図-1 植栽木の樹高成長過程
・ウダイカンパ， 0 ミズメ，・フナ，ロクり. .A.:ケヤキ，e.カツラ
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面上にあるプナ植栽試験地ではノウサギによる食害が，

ミズキとホオノキの植栽試験地ではカモシカによる食

害が発生している(横井.未発表)。また，試験地内

で雪上についたノウサギの足跡が確認されており，こ

れらの動物が付近に生息しているのは確実である。そ

れにも関わらず当試験地で獣害が発生しなかった理由

は，不明である。

一方，雪)J:害も成林や植栽木の成長を阻害するほど

ではなかった。最深積雪深が当試験地と同程度である

荘川村の広葉樹混植試験地では雪庄害による枯死や成

長不良が発生しており(横井ら. 1999). これと比較

すると当試験地の雪圧害は軽微であったといえる。こ

れは，以下の理由によるものであろう。荘川試験地で

は地形が平坦なために幹折れの被害が多かったのに加

え，雪圧害を軽減させるための作業を行わなかヮた。

これに対して当試験地では，地7障が適度な傾斜の斜面

だったことと雪起こしを実施したことが雪圧害の軽減

につながったものと考えられる。

-- .一一」

1999 

図-2 植栽木の直径成長過程

.，ウダイカンパ， 0 ミズメ 1 ・ ブナ，ロ タ I} ， ...:ケヤキ，e. カツラ
1995sは1995年の事，他は各年の秩の測定.
1997年以前は板元直径， 1四7年以降除胸商直径の成長過程を示す.

。

1998 1996 1997 

測定年(年)

1995 19950 
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2. 成長過程

初回調査時(植栽後 1 成長期間経過後;以下， J腕首

と l呼ぶ)と最終調査時(植栽後 6 成長期間経過後;期

末と呼ぶ)における植栽木のサイズを表-2 に，植栽

木の平均樹高の成長過程を図 1 に示す。期首の平均

樹高は，最大のウダイカンパが最小のプナの約2.4倍

であった。樹高の樹種間の差は年々拡大する傾向にあ

り，期末における平均樹高はウダイカンパが最大で，
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・ウダイカンパ， 0 ミズ>'，圃ブナ，ロク 'J ，企ケヤキ， A 力ツラ

いうことを示l唆している。今Ifllのように単木混交した

ときには，初期の競争相手が'rr;に他樹種であるため，

樹種間の成長の優劣が明瞭に現れるものと考えられる。

植栽木の競争とは，樹冠の空間占有をめぐる競争で

ある。医1- 4 は，期末における樹高と樹冠幅の関係を

示したものである。 {f:樹種をまとめてみると，樹高と

樹冠l隔とには正の相関関係がみられた ( p く 0.01) 。

樹種ごとにみた場合でも，両者の相関係数は正の値に

なり，クリとブナ以外の樹種でその関係は有意 ( p く

0.05または p <0.01) であった。樹高の尚い個体の樹

冠幅が大きいことは，樹冠の拡張に成功した個体の成

長量が大きかったことを示唆するとともに，高い位置

にある樹冠ほど大きいことを窓味している。したがっ
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以下大きい順にカツラ.クリ，ミズメ，ケヤキ，ブナ

であった。期末の樹高には樹種聞の差が認められ

(Kruskal】Wallis検定 pく 0.05)，ウダイカンパに対

するミズメ，ブナ，ケヤキの組み合わせ，カツラに対

するブナ，ケヤキの組み合わせ，クリとブナの組み合

わせで有意な渓が認められた (TukeyωKramer型の

多重比較， p く 0.05)。調牽期間中の平均樹高成長速

度は，大きいものかち順にウダイカンパ130cm/年，

カツラ 102cm/年，クリ 83咽/年， ミズメ 76cm/年，

ケヤキ66cm/年，ブナ32cm/年であった。図 2 には，

平均根元直径と平均胸高直径の成長過粧を示す。ウダ

イカンパとカツラの成長が良く，プナの成長が君、かっ

たのは樹高成長と阿様であった。ウグイカンパが同時

に植栽した他の広葉樹よりも成長が良かったことは寺

洋ら (1997) も報告しており，問種が初期成長の速い

樹種であることがわかる。

全個体の樹高を高いものから販に並べたときのある

個体の順位を樹高順位とし，その経年変化を樹粧ごと

に示したのが図 3 である。調査期聞を通してウダイ

カンパは常に上位を，ブナは常に下位を占めた。これ

は，期首の樹高と平均樹高成長速度のどちらもが，ウ

ダイカンパは他樹種より大きく，ブナは他樹穂より小

さかったことによるものである。他の 4樹種の順位は，

J切首にはどの樹種もあまり偏りなくウダイカンパとブ

ナの問に分散していた。そして，年数の経過とともに

カツラは仁位に，ケヤキはFf止に収束する傾I';Jがみら

れた。これらのことは，ミズメとクリ以外の粧I種では，

樹種間の成長誌のほうが稲内の個体捜よりも大きいと

図-3

10 8 6 
樹高 (m)

。..... 
2 

03主民辺
20 f-,/ 

40 

60 

80 

枯死

唱
堅
G 
~ 
~ 

キヤケ
o
m
M
刊
ω
ω

腕
自
由
由F

4 

。

。

q
d
q
'
ι
 

〔E
)
堕
眠
蒋



o 20 40 60 80 100 

カツラ

肘 1997協務後務後第;滋
制 1

震 19関脇鱗盤議遂翠週'

o 20 40 60 80 100 

ケ紘頼関繍
19981 

o 20 40 60 80 100 

スナ
1997隊話器l

19981 

ミ
町
四
醐
例

比叩
一
肌

?リ

図- 5 1997年と 1998年の受光環境
斜鵡は畳光度 1 ， ドットは豊光度， ，白抜きは畳光度 3 を示す。

4~ 

53 
祇J

回糧刷関8 目 2 1 

。

(b) 。

-・ ・・・・圃
ロ

。

• • 
4
 

坦

臼

8
4岬

a

川
田

h
a
 

も
ロ
も
・

日
企

ロ

αD 0回《目。

日田

..盆且品企品企

6 6 

o 1 2 3 4 5 

1996年の樹高 (m)

図 6 雪上木の樹高とI里雪部の長さの関係( a )と埋雪の樹高(b)
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て.成長の良い個体ほど他個体に対する影響力が大き

いといえる。

3. 受光環境の変化

競争によって劣勢になった個体の樹冠は，優勢な粒

冠による被陰が原因で受光環境が悪くなる。このため，

各個体の受光環境を指標する受光度から，その個体が

優勢木であるかどうかを評価することができる。|羽

5 は， 1997年と 1998年における受光度を欄種ごとに示

したものである。ウダイカンパは両年ともすべての個

体が受光度 1 であった。他の樹種は， 1997年に比べて

1998年の方が受光環境が悪化していた。 1998年には，

ケヤキで受光度 1 の個体がなくなり，ブナはすべての

側体が受光度 3 になった。受光環境が悪くなれば成長

量は低下する。したがって.平均樹高や平均直径の樹

種聞の差が年々拡大したのには樹極特性としての成長

速度の速い仁加えて，このことが影響しているとみる

ことができる。また，各樹種の受光環境の変化は ， ì克

植された造林地の中で特定の樹種が優占していく過程

を示している。

受光度 I の個体は1997年で全個体の47.4% (立木密

度に換算すると 2， 903本/ha) ， 1998年は30.3% (1,855 

-12ー
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図- 7 1996年から 1998年の樹幹の倒伏状況
斜緯は直立. ドット It斜線，白抜きは倒怯を示す。

本/ha) である。これに受光度 2 の個体を含めると，

その比率と立木密度は1997年が82.9% と 5 ，080本/ha ，

1998年が64.5% と 3，950本/haとなる。受光環境が 1

年間でこのように大きく変化したことは，被玉木か次々

に生じていることを示しており，この試験地では既に

立木密度が過密な状態になっていることがわかる。

4. 樹幹の倒l伏と埋雪

図-6 は， 1996/1997冬期における雪上水の埋雪部

の長さと 1996年の樹高の関係( a )と埋雪木の樹高

(b) である。埋雪部の長さの下限が約 1 mであるこ

とは，この冬期の積雪深(マーキング時)が約 1mで

あったことを示している。雪上木の樹高の下限は2.6

m，埋雪木の樹高の上限は3.5mであった。ウダイカ

ンノミは樹高が 3m以上になっており，全個体が雪上木

であった。ブナは樹高が 2mに達する個体がなく，す

べて規雪木であった。他の 4 種では雪上木と埋雪木の

両方がみられた。クリとカツラは樹高2.6-2.7mで雪

上木と理雪木とがはっきり分離した。これは.スギの

雪土木になる樹高か積雪深の 2 -2.5倍である(四手

井ら， 1950) のとほぼ等しい。これに対して， ミズメ

とケヤキではおおむね 3mから 3.5mの樹高で雪上木

と埋雪木とが混イE していた。したがって， ミズメとケ

ヤキは，クリやカツラに比較して瑚，雪しやすい樹種で

ある可能性がある。また，積雪深に対する樹高の関係

から.プナは斜立あるいは倒伏した状態で埋雪 L，他

の樹種の出l雪木の多くは倒伏した状態で埋雪していた

ものとみることができる。

雪上木は，ごく一部の例外を除いて，樹高が低いも

のほど捜雪部の長さが長かった。このことは.樹高の

低い個体ほど樹幹の倒れ方が大きかったことを示して

いる。これは，樹高が低いものは線系の発達が悪し

また，樹幹の柔軟性が大きいことによると考えられる。

図-7 は， 1996年から 1998年の樹幹の倒伏状況であ

る。プナ以外の樹種では，年々倒伏個体あるいは斜立

個体が減少し，直立個体が増加していた。その内，ウ

ダイカンパとカツラは1998年に全個体が直立になって

いた。これらのことは，雪起こしの効果であるとみて

よいであろう。ブナは，他の樹種では直立個体がほと

んどない1996年仁約70%が直立していた。プナの直立

伺休は1997年に減少したものの， 1998年では再び約70

%になった。また，プナには倒伏個体がみられなかっ

た。プナは1996/1997冬期には斜立か倒伏した状態で

埋雪したと考えられたのに対して，直後の春には倒伏

個体がないばかりか直立個体も存在した。このことは，

プナが消雪後に速やかに立ち上がったことを示してお

り，プナが雪圧に対して強いことがうかがえる。

5. 単木混交植栽の評価

当試験地では問題となるような被害が発生しなかっ

たことから . i.昆植の目的の一つである被害に対する危

険分散に関しては，ここまでのところ評仙することは

できない。このように外的要因による成長不良などが

みちれなかったことから，当試験地では樹種ごとの成

13ー



長速度の違いが反映して，ウダイカンパやカツラといっ

た特定の樹粧が優占しつつあるという結果になり，こ

れには単木J見交という植栽配置が影響していると考え

られた。これに対して，河一樹種の一斉造林では阿積

内の個体差によって優勢木が生じていくため，優劣の

差の発生のしかたが異樹秘の単木混交の場合よりも緩

やかであると考えられる。したがって，早期に優勢木

を生じさせ，その土地に適合した樹租の初期成長を速

める上で，今回の植栽方法は有効であったといえる。

クリとケヤキをi見植した試験林で，当初優勢であっ

たクリが植栽後20余年たってからケヤキに被圧され始

めたことから，植栽後数年間の時期における成林状況

をみてそれの将来を速断することは危険であることが

指摘されている(前橋営林局計画課， 1972)。したがっ

て，当試験地をこのまま推移させたとき，将来ウダイ

カンパが優占する森林が成立すると現時点で判断する

ことはできない。ただ，当分の閥はウダイカンパが優

占した形で推移することは確実であり，その聞に被圧

に耐えられなくなった樹種から消失していくことが考

えられる。そのため，劣勢になった樹種が衰弱する前

にどの樹種を将来にわたって育成していくのかを検討

し，その検討結果に応じた除伐を行うことが必要であ

ろう。
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資料

下呂実験林の育林技術比較実験林におけるスギの成長過程

井川原弘一

キーワード:育林技術，集約施業，省力施業，スギ，下呂実験林

I はじめに

長期にわたる試験データを記録していくことは，成

長の遅い樹木を対象にする研究において非常に重要な

ことである。長期にわたる試験地のーっとして，スギ

の育林技術比較実験林がある。育林技術比較実験林は，

益田郡下呂町大字ノj、JIJII'地内の下呂財産区有林内実験

林区域(下呂実験林)内に設定されている。

この育林技術比較実験林は.短伐j明での柱材生産を

目的としたスギ林造成のための育林技術が合理的(集

約と省力)に投入されることで，償行的に行われる施

業と比較して生産性がどのように異なるのかを知るた

めに1964年 4 月に設定され，このための施業言|画も立

てられていた。しかし，時代の移り変わりとともに当

初の目的であった短伐期の柱材生産のための施業は積

極的に行われなくなり，現在は，長伐期による大径材

生産へと進む方向で施業が行われている。

この実験林を対象にした報告には，竹下 (1982) に

よる材積成長と施肥効果に関する報告があり，施肥効

果は植栽後 6 年目が最も大きく，植栽後12年目にも施

肥の効果は持続しており，施肥効果は直径成長よりも

樹高成長に効いていることが明らかにされている。ま

た，中川ら(1981)による施肥と無機態窒素の動態に

関する報告がある。この他には，岐阜県林業センター

の作成した広報則の配付物に成長経過などが掲3賊され

ているものの，報告書という形での記録は残されてい

ない。

そこで，設定当時の目的である造林初期における育

林技術の投入の違いによる造林木の成長に関して評価

するために.本報告では1964年から 1992年に調査され

たデータを整理l.造林木の成長量の違いについて検

討した。

E 育林技術比較実験林の概要と解析方法

1.試験区

育林技術比較実験林は， 1964年 4 月に下呂財産区有

林実験林区域内(下呂実験林)の西側に設定された。

ここの前生の林はヒノキ林であり，斜面方位は北東で

平均傾斜角は32度，基岩は石英斑岩，土壌は適潤性褐

色森林土である。

育林技術が積極的に投入されるのは，植栽，保育と

いった造林初期における労働力の投入である。そこで，

集約育林区，普通育林区，省力育林区の 3 試験区を設

けた。表 1 に植栽方法の違いについてまとめた。集

約育林区では，植え穴は他の試験区よりも大きく I濃い，

直径45cm，深さ 25cmであり，植え方は丁寧植えで，

掘り下げた表土 (A層， A。層)を植え穴に混入した。

省力育林区では.普通育林区と同じ大きさのl直径30cm，

深さ 2 叩の穴が機械で掘られ，根切り苗が植栽された。

試験区は，斜面の師側から省力育林区，普通育林区，

集約育林区の並びで設置された。いずれの試験区も作

表-1. 試験区設定時の植栽方法

集約育林区 普通育林区 省力育林区

品種 ボカスギ ‘ー .... 
値栽日 1964年4月 22 日 .... ‘一
植栽密度 3 ，600本/ha ‘一

今ー

楢え穴 径45cm，深さ25cm 径30cm，深さ20cm 舎町田

掘り方 機織掘り 鍬掘り 機械掘り

植え方 ていねい植え 普通植え 根を切って，植栽

Ao, A層を植え穴に

入れる
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業主幹J直をはさんで t部と下部に分断されている。試験

区のWli積(上部+下部)は，集約育林阪が324m' (147 

+177)，普通育林|豆カミ313m' (174+ 139) ，省力育林区

が343m' (176+167) であった。植栽作業は 1964年 4

月 22 日に行われた。植栽されたスギの品種は，材質が

柔らかく成長の早いボカスギ(宮島， 1983) で，柏栽

密度は3 ，600本/haであった。

以後の 5 年間は 6 月と 8 月 tこ行われたo また，刈りとっ

た草木類は植栽木の周聞に敷かれた。静通育林区では

植栽理年には 7 月と 9 月に行われ，以後 3 年間は年 l

回( 7 -8 月)行われた。省力背林区では植栽摂年か

ら 3 年間にわたり年 1 回 I (6 - 7 月)除草剤が散布さ

れた。

施肥は，集中'J育林区で植栽翌年から 4 年間にわたり

年 l 回 (5 -6 月)行われた。また， 1972年度と 1973

年度， 1979年度の 6 月にも施肥が行われている。省1J

育林区の施III'!は，除草剤の中に含まれる窒素成分を施

肥としてあげた。

2 ，施業履歴

この実験林では，短伐期で柱材を生産することを目

的として施業言|画が立てられた。主伐は36年生(1999

年)となっていたが， 2000年 1 月現在，主伐は行われ

ていない。岐阜県森林科学研究所内に残された記録を

もとに施業履l牲を表-2 にまとめた。

下刈は，集約育林区では植栽摂年は 7 月と 9 月に，

間伐は，いずれも当年度の成長が終了した冬期に行

われた。 1980 fl二度(1980年12 月 -1981年1 月)の豪雪

によって，集約育林区の下部の試験区に多大な被害が

発生した。初回の間伐は1981年度にこれら折損木の処

測定年度

商腐 林紛

1964.7 

1964 1 

1966 3 
1967 4 

1968 s 
1969 6 
1970 7 
1971 8 

1972 9 

1973 10 
1974 11 
1981 18 

表-2. 育林技術比較実験林の施業履歴

下刈・間伐 施肥 続打ち
西暦〈年度} 体齢 集約区普通巨省力区 集約区普通区省力区 集約区普通区省力区

1964 楢織

1965 2 2 囲" 2 固 1 闘" 1 圃4】 1 回η

1966 3 2 田町 1 回 1 岡町 1 回伺 1 圃η

1967 4 E 圃" 1 圃 1 図2】 1 圃" 1 回η

1968 5 2 回" 1 回 1 固伺

1969 6 霊園"
1970 7 2 回り

1971 8 弱度的弱lll"
1972 9 1 囲"
1973 10 1 田"
1974 11 弱度 暗度 弱度

1978 15 強度

1979 16 1 圃"
1981 17 間伐 岡伐 問惜

1987 24 IJIJ伐 間伐間住

1992 29 間伐 間伐 間借

り'刈り取った草木績は植鵜木の周りに敷〈

2): 叢削除車; pcp原乗伊CPlOkg/l Oa..N4kg/l Oa",Nl Ogl本) .町議剤除草，ワンタッチ12.5kgノ 10，

4) : ，本当たり N:5~20g植殺体周りにパラマキ， 5): N:l00kg/ha企画パラマキ. 6): N: 1 BOkg/ha(緩効性肥料}

7) : 1 本当たり N:l0g全商パラマキ. 8) ナタにより樹終極6cmの部ぬまで. 9) ノコにより地上2mまで

表-3. 試験区ごとの成長過程

測定個体数 直径 (cm) 樹高 (m)

集約区普通区省力区 集約書林区 普通育綜区 省力宵特区 集約宵林区 普通商林匡

100 100 100 1. 1 土 0.11 1.0 土 0 ，11 1. 1 土 0.11 0.5 土 0.05 0.5 土 0.05

100 100 100 1.3土 0.16 1.2 土 0.15 1. 2 土 0.14 0.6 土 0.08 0.6 土 0.07

98 100 100 1.2 士 0.30 1.0 土 0.19

99 100 100 4.4土1.1 6 3.2 土 0.67 3.5 土 0.63 1.9 土 0.45 1.3 土 0.30

98 100 100 6.0 土 1.34 4.1 土 0.90 4.3 土 0.70 2.7 土 0.62 1.7 土 0.36

98 100 100 7.6 土 1.46 5.4 土1.00 5.6 土 0.82 3.7 土 0.77 2.7 士 0.43

97 100 99 5.5 土，.55 3.5 土 0.99 3.6 土 0.84 4.7 土 0.93 3.7 土 0.55

97 100 100 7.0 土1.56 5.0 土 1.07 4.9 土 0.93 5.6 :t 0.97 4.4土 0.60

67 75 75 7.9 土 1.16 5.8 土 0.88 6.1 土1.02 6.1 土 0.84 4.7 土 0.51

92 100 100 8.9 土 1.14 6.9 土 1.00 7.4土1. 21 7.2 土 0.71 5.5 土 0.63

72 80 63 10.3 土1.06 6.3 土1.06 9.0 土1.14 8.4士 0.77 6.4土 0.70

90 119 135 13.0 土 1.27 12.0 土1.91 11.7 土 1.70

省力育林E

0.5 土 0，05

0.6 土 0.07

1.1 :t 0.19 

1.4 土 0.22

1.7 土 0.29

2.8 土 0.36

3.7 土 0.39

4.4土 0.49

4.9 土 0.49

5.8 土 0.62

6.5 土 0.64

1987 24 76 88 84 17.1 土 2.37 16.0 土 2.82 15.5 土 2.55 15.1 土 1.06 14 ， 5 土 1.52 13.6 土 1.10

1992 29 70 78 62 19.5 土 3.21 18.8 土 3.84 18.0 土 3 .40 1 8.4土 1.47 17.9 土1.21 17.4土 1 .40

;剖直径と樹高は圃査時に測定された個体の平均値土練準偏獲で示す.

直径は1964~1969年度までは織元直径. 1970年度以降は胸高直径を示す.

測定時剛院1992年穫を除いて成長期間総了後である.
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理を含めて行われた。このときの間伐率は記録が残っ

ていないため，測定木の変化から推定すると集約育林

区では16%，普通育林区では26%，省力育林区では38

%(いずれも本数率)であったと推定される。 1987年

度はどの処理区においても一様に間伐が行われたこと

が推測され，間伐率は 7%であった。

1972年度までに投じた総労働力は集約育林区125人，

普通育林区は107人，省力育林区75人であり，各区と

も下刈の比重が高かったと記録されている。

3 ，調査履歴とデ一世の整理

測定木として， 1964年に各試験区の上部下部の中央

に位置する 50本づつを選定し， 1979年度までこれらを

追跡調査した。 1981年に試験区内のすべての個体を測

定木とした。

過去にとられたデータは，直径 (1964年 -1969年は

根元直径， 1970年以降は胸高直径)および樹高である。

直径は1964年7月(植栽後)， 1964年11月， 1967年11月，

1968年10月. 1969年11月， 1970年12月， 1971年11 月，

1972年12月， 1973年 12月. 1974年， 1979年6月と 11 月

(省力育林区は未測定)， 1981年11月， 1987年6月， 1992 

年日月に測定された。

また，樹高は1964年7月(植栽後)， 1964年11 月， 1966 

年6月と 11月， 1967年11月. 1968年10月， 1969年11月，

1970年12月， 1971年11月， 1972年12月， 1973年12月，

1974年， 1979年6月と 11月(省力育林区は未測定，実相IJ

値の明記あり)， 1987年6月(実 ìl!lJ値の明記なし)， 1992 

年8月(実担l値の明記あり)に測定された。なお， 197 

9年ーから樹高はサンプリング調査となっている。樹高

は，実mlJ値が明記されている測定年については，これ

をもとにNASLUND式から未測定木の樹高を推定 L
h 

~。

皿 結果と考察

1.成長過程

表-3 は，測定年度ごとの直径と樹高の平均値であ

る。成長初期の10年間( 1 -11年生)はその年の成長

期が終了した10月以降に測定されたデータを用い.そ

れ以降は各試験区の成長過程が把握できるものを用い

て算出した。 1992年度の測定個体数は，集約育林区が

70本，普通育林区が78本，省力育林区が82本であった。

したがって，最終調査時での成立本数は，集約育林区

が2， 200本/ha，普通育林13:が2 ， 500本/ha，省力育林

区が2，400本/haであった。

調査i個体数がばらつくのは，欠ìJ!lJ値(特に1974年度)

や測定方法の速い(1972年度)によるものである。ま

た， 1981年度の測定個体数が他と比較して多いのは，

この年に測定木を噌やしたためである。

平均樹高の推移を図ー 1 に示す。 11年生までは集約

育林区での成長が良く. Wf生時で他の試験区とおよ

そ 2mの差がついている。 11年生時の平均樹高を便宜

的に岐阜県の地位別上層生長樹高曲線(岐阜県林政部，

1992) にあてはめ地位級を推定すると.集約背林区の

地位級は 3 であり，普通育林区と省力育林区の地位級

は 5 であった。集約育林区は，植栽翌年度から施肥を

行ってきたため樹高に差が生じ，他の試験区と比較し

て地位級で 2 の差が生じたものと考えられる。 29年生

時の調査結果によると集約育林区が18.4m と最も高く，

省力育林区との差は1.0m と 11年生時と比較するとそ

の差は減少していた。この時点で、の地位級はいずれの

試験区においても 2 であった。

平均直径の推移を示したものが図 2 である。これ

をみると， 29年生まで集約育林区の直径が他の試験区

よりも大きいことがわかる。

11年生時と 29年生時において，平均直径および平均

樹高が最も大きかったものは，集約育林区であった。

集約育林区の29年生時の平均樹高と平均直径は，初期

の10年間の成長によって生じた他の試験区との差が.

そのまま維持されているようにみえる。この理由のー

っとして初期の10年間に集約育林区のみで行われた施

肥が考えられる。
20 
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図-2. 測定木の平均直径の推移

-17-



1-6年生 6-11 年生

集約音林区 集約宵林E

n=98 n=72 

30 

20 

10 

。

1-6年生 6~ 11年生

関
普通宵林区 普通宵林匡

n=100 ,,"80 

g 決 30 

題
20 

10 

。

1-6年生 6-11 年生

関 省力宵林E 省力省林匪

40 n=loo IF臼

30 

20 

10 

。L.除機iL~ I , ，際機|思議 l畿L四目'

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 。 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 

樹高成長量 (m/年}

図-3 ，樹高成長量の頻度分布
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7-11 年生

t m翠1要9
11-18隼生

集柏宵体区
象的宵祢臣 集約育林巨
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闘
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図-4. 直径成長量の頻度分布
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討するために，試験区ごとの胸高直径と樹高の関係つ

いて検討した。医1- 5 は 7 年生時の胸高直径と樹高の

関係を示したものである。各試験区の回帰直線はどの

試験区においてもほぼ同じ直線で近似されることがわ

かった。 10年生時(図- 6) には，集約育林区の回帰

直線は他の試験区と平行で他よりも高い位置になり，

11年生時(図ー 7 )にはその開きは大きくなっていた。

そこで. 10年生時と 11年生時における各試験区での

形状比に差があるかどうかを Kruskal-W allis検定で

検定したところ .11年生時には有意な差 (p<0.01) 

が認められた。 11年生時の形状比の頻度分布を図← 8

に示す。集約育林区のJÐ状比は85-90にピークがある

のに対1....他の 2 つの試験区では75-80. 70-75にピー

クがあり，集約育林区の形状比が高いことがわかる。

4. 冠雪害

1980年12月 -1981年 1 月にかけて記録的な降雪 (56

〆〈。
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図 6. 10年生の胸高直径と樹高の関係

2. 成長量の検討

(1 )樹高成長

試験区ごとの樹高の成長最の差について検討した。

梢栽当年度の成長量 (1964年 7 月 -1964年11月)と柿

栽後 5 年ごと( 1 -6 年生. 6-11年生)の成長量が

試験区で差があるかを検定した結果. 1 - 6 年生と 6

-11年生の期間において.試験区間の成長量に有意な

差が認められた (Kruskal-Wallis検定 p く 0.01)。

耐期間の試験区ごとの成長量の頻度分布を図-3 に示

す。どちらの期間においても集約育林区の成長量が大

きいことがわかる。一方，普通育林区と省力育林区で

はその差は明確ではなかった。

これらの結果から，樹高成長量の差は施l肥による効

果であると考えられる。この理由として，植栽方法の

差が最も現れると予想される植栽当年度の成長量には

差がみられなかったこと，施肥を行った集約育林区の

樹高成長量が大きいことがあげられる。

11年生以降は全調査木の樹高を測定していないので

成長量の検討から外したため.11年生以降の樹高成長

量の差については検討できなかった。

(2)直径成長

次に試験区ごとの直径の成長量について検討した。

成長量の算出は，植栽当年度 (1964年 7 月 -1964年 11

月)と 1-6 年生. 7-11年生. 11-18年生. 18-24 

年生. 24-29年生の期間とした。期間ごとに試験区間

の差を検定した結果. 1 -6 年生. 7-11年生. 11-

18年生の期間で有意な差が認められた (Kruskal-Wa 

llis検定 p <0.01)。有意な差が認められた期間の直

径成長量の頻度分布を図 4 に示す。これをみると，

1-6 年生では集約育林区の成長景が大きく. 7-11 

年生では省力育林区の成長量が. 11-18年生では普通

育林区の成長最が他と比較して大きいことがわかる。

植栽初期の 2 期間の頻度分布のピークに篇目すると，

集約育林区では1.2- 1.4叩/年が1.0- 1.2cm/年とな

り，成長量の低下がみられるのに対1....省力育林区で

は0.8- 1. 0cm/年から1.2- 1.4cm/年へと.同様に普

通育林区でも 0.8- 1. 0. 1. 0- 1. 2clO/年と大きくなっ

ている。

この理由として，集約育林区では施肥の効果により

6 年生までの樹高成長と直径成長が良かったために林

冠が早期に閉鎖1....密度効果による直径成長量の低下

が他の試験区よりも早く現れたことが考えられる。
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3. 形状比

需度効果によって直径成長が亨[l11.IJ され，施Rl'!l世J呆に

よって樹高成長が促進されると形状比が高くなる。そ

こで，いつの時点から形状i七に荻が生じ始めたのか検
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めていることがわかった。集約育林区は7例犬比か高かっ

たために，被害が発生したものと考えられる。

5. 形質

1982年 tこ岐阜県林業センターが出した広報用の配付

物によると)画直木の本数割合は，集約育林区で90%.

普通育林区で82%. 省力育林区で77%であった。また，

曲り木は，集約育林区で 6%. 普通育林区で 7 %，省

力育林区で13%であったと記載されている。

豪雪)があった。この降雪によって県内の森林は甚大

な被害を受けた。このときに行われた被害林分調査に

よると，幹折れ.幹IJJIがり被害は， jr~状比が80前後の

林分で発生していた(岐阜県林政部， 1982)。当実験

林における被害は，集約育林|主の下部の試験区内で発

生したと記録されている。そこで，被筈木のデータを

もとに集約育林区の被害木の形状比の頻度分布(図

9 )を作成した。これをみると，被害木の形状比はす

べてが80以上であり， 100以上のものが半数以上を占

初期保育の遣いの評価

育林技術の違い，すなわち造林初期の労働力の投入

量による造林木の成長の速いについて検討してきた結

果.次のことがわかった。

植栽方法の迷いによる植栽当年度の成長量に差はみ

られなかった。造林初期の施肥の効果は大きし集約

育林区と他の試験区の造林木の成長量には顕著な廷が

みられた。集約育林区では，造林木の成長が速いため，

普通育林区よりも早期に需度効果による影響を受け，

直径成長量が小さくなり樹高成長のみが促進されるこ

とで形状比が高くなった。また，造林初期の労働力を

30%減らした省力育林でも，普通育林と比較して造林

木の成長量に関しては顕著な差はみられなかった。

以上のことから，造林木の初期成長が大きくなるよ

うな施業を行うのであれば.間伐の時期を慣行よりも

早い時期に行う必要があると考えられる。

W 11 年生
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資料

スギ精油の有孔デンプンによる粉末化

森孝博・坂井至通

キーワード:スギ精油，有孔デンプン，粉末化，デンプン，シクロデキストリン

I はじめに

近年，天然資源の有効利用や林業・林産業の活性化

を図るため，製材時の余剰物としての鋸屑や端材の活

用研究や，あるいは林内に放置されている未利用の間

伐材や枚禁などに含まれる精ì~1の抽出研究など，種々

の検討が進められている(谷凹貝. 1995) 。

樹木から抽出して得られる精油の多くは，揮発性の

成分からなる油状物質で，森林のすがすがしい香りの

もとになっている。また，精油成分の中には，院内感

染の原因となるMR SA(メシチリン耐性黄色ブドウ

球菌)に対する抗菌性(岡部ら. 1994)や，室内塵挨中

に生息しアレルギーの原因となるヒョウヒダニに対す

る抗ダニ性(宮崎. 1996b)などが認められている。ま

た，最近ではヒトに対する精神安定作用(宮崎. 1996a) 

やラットでの抗潰蕩作用(長谷川ら. 1998)などの生理

作附も報告されるようになった。

このように，精油の利用に関心が高まっているにも

かかわらず，精油が油状であることから，水と分離し

易く，他の成分と配合したりする場合も均一に混合す

るのが困難であった。また，精油成分の多くは，樟発

性か高く放置すると揮散し成分の減少や精油成分の

構成に変化か起きるため.精t山の性質を活かした用途

開発や実用化において大きな際寄となっていた。精 ìl lJ

が油状の状態であるため，精油を何らかの方法で粉末

の状態にすることができれば.取り扱いの容易き，使

用量の調整，精油に含まれる活性成分の安定性や持続

性などが改善され，これまでにない新しい利用が可能

となる。

現在，精油など剖j~Rのものを粉末化する方法として，

泊分を微少なカプセルに封入するマイクロカプセル化

がヤクスギ精油を用いて成功しており(森田ら. 1993). 

また，シクロテ。キストリン(グルコピラノースカす 6-

81岡環状に結合したもの)に分子レベルでヒノキやス

ギの精ìnl成分を包接する技術が報告(高橋ら. 1995) さ

れている。最近では.デンプン粒子に多数の小さな孔

を聞けた有孔デンプン(長谷川. 1998)が開発され，そ

の有則性が魚油(DHA を含有したìnl分)の粉末製剤化

仁よって確かめられている。

今回，スギ精内11の利用を拡大するため粉末製剤l化を

検討するに際 l. 粉末の基材には特性の異なる有孔デ

ンプンとシクロデキストリンを用い，これらの有用性

を認めたので報告する。

E 実験方法

1.共試材料

スギ精油はキセイテック製の市販品を用いた。スギ

精泊の粉末化基材として，サンエイ糖化財(製の有孔デ

ンプンとデンプン(コーンスターチ)を用いた。また，

シクロデキストリンはグルコ}ス 7 個が環状に結合し

た(3-シクロデキストリン(和光純薬側製)を用いた。

2. スギ精油の粉末製剤調製法

粉末化基材(デンプン，有効テ2ンプン及び戸』シクロ

デキストリン)をそれぞれ約 3 g秤量し，足の部分に

綿栓を施した口}ト(直径 5 cm)に入れたo これに上部

からスギ精油を l 滴ずつ徐々に滴下した。ロートの下

部からスギ精油が液i商になって落下しま古めるまで滴下

を行ない，スギ精油を粉末化基材に捕集した。しばら

く放置した後，過剰なスギ精油を除去するため，スギ

精油が捕集された粉末化基材約 1 g をガラスフィルター

( 1 G 4 )に入れ，約 4 'C. 20m!の冷水を用いて吸引ろ

過を行った。しばらく室温で放置した後. 40'Cで約 4

時間乾燥し.スギ精油デンプン粉末製剤IJ( 以下精油デ

ンプン末).スギ精油戸シクロデキストリン粉末製剤

(以下精油(3-シクロデキストリン末)及びスギ精油有

孔デンプン粉末製剤(以下精油有孔デンプン末)を得た。

3. 電子顕微鏡による粉末製剤の観察

各粉末化基材および各スギ精油粉末製剤lについて，

常法(金蒸着法)により電子顕微鏡朋試料を調製した。

これを走査型電子顕微鏡(S EM)により，その状態を

観察した。装置は日本竜i{lt牒JSM-5300LVを使用し，

加速電圧は20kVで行った。

4. 粉末製剤中のスギ精油含有量の測定

精れIJデンプン末，精油有孔デンプン末及び精油 β ー
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シクロデキストリン末をそれぞれ約 1 g 秤量し(精油

粉末斉1)重量とする)， n ヘキ吋ン 10me を加え室温で一

昼夜放置し，粉末製剤中のスギ精油を抽出した。ろ紙

(アドパンテク No.2)を用いてろ過し.さらに，ろ過

物をn-ヘキサンで数回洗浄した。ろ液と洗浄液を合わ

せてナス型フラスコに入れ，ロータリーエハポレーター

(水浴祖度40"C以下)で漆媒留去し， n-ヘキサン抽出物

を得た。それぞれの重量を測定し.各粉末製剤中のス

ギ精油含有率を次式により算出した。

ヘキサン抽出量
精油含有率(%)=ττ.，.~ . .__. ~ X100 

5. キャピラリーガスヲ口マトグラフ法(G C)による

粉末製剤中のスギ精油成分の測定

精油デンプン末，精油有干しデンプン末及び精ìlll ｭ゚

シクロデキストリン末のnーヘキサン抽出物を GC分析

した。装置はヒューレット パッカード社H P6850を

イ車用し，キャピラリーカラムにHP-5( フェニルメチ Jレ

シロキサン膜厚 0.25μm，カラム内径 0.25mm，長さ

30m)を用い，スプリット法(スプリット比 9 : 1)で

分析し，検出掃にF. I. D.(水素炎イオン化検出器)を用

いた。キャリアーガスにヘリウム(流速 :3.0me/min)

を用い，カラム撮度は，初期温度を50"Cとし，毎分1

5"Cで昇温し250"Cを最終温度とした。 250 "cで 10分間

保持しプログラムを終了させた。また，注入口の侃L度

は200"C，検出器のj品度は250"Cとした。

スギ精油成分の構成比は，測定した全ピークの而積

に対する各ピークの面積比で示した。

6 .キャピラリーガスヲロマトグラフ/質量分析法

(GC/MS) によるスギ精油構成成分の伺定

それぞれのかヘキサン抽出物を GC/MS分析した。

装置に7 ィニガンマット社マグナムを用い，その他の

条件は GC と阿ーとした。ただし，検出器に E 1 (電

子衝撃化)質量分析計を用い，イオン化電圧は70eVで

行った。また，推定された物質はそれぞれ市販の化合

物を同様に分析し，質量スペクトルパターン及び保持

時間の一致により同定した。

皿 結果と考察

1 .スギ精油の粉末製剤化の検討

スギ精油の粉末製剤化検討に用いた有孔デンプンと

ß-シクロデキストリンは，いずれもグルコースを構

成単位としている点で共通している。

有孔デンプンはデンプン粒子にデンプン分解酵素を

作用させ， 1 -2μm税度の孔を聞けさら仁粒子内の

ZE隙率を 50%程度に調整したもので.グルコースの分

子集合体であることはデンプンと変わらないが，有孔

デンプンは内部に大きな空隙があることにより，泊分

を吸収し保持する性質がある。

これに対 L ， ß シクロデキストリンはグルコピラ

ノース 7 個がα1 ， 4 結合してドーナツ型の環状構造

を形成している。 βーシクロデキストリンの環状構造

は，外側に水酸基が並んで水溶性が高まり，反而内側

は疎水性となり油溶性成分が分子レベルで入り込みや

すい構造となっている。この分子レベルで起こる現象

は包接と呼ばれ，期t水務官tの物質を包接した月シク

ロデキストリンは包接物全体として水溶性を高める特

徴がある。

有孔デンプン及び戸ーシクロデキストリンの両基材

によるスギ精油の粉末製剤化を検討するため，デンプ

ン末を比較対照として用いた。いずれの粉末基材を用

いてもスギ精油を粉末製剤化することができ，その結

果を図白 l に示した。どの粉末も|詰l じようなスギ精油

の香りを呈 L，特に差があるほど異なっていなかった。

図-1 スギ精油含有粉末製剤

これらの状態をさらに詳しく調べるため，走査製電

子顕微鏡で観察し，結果を図司 2 の①~③に示した。

図目 2 から明らかなように，デンプンと有孔デンプン

は.スギ精泊を作用させても外観はほとんど変化がな

かヮたが， ß-シクロデキストリンは，最初J球形を呈

していたものがスギ精油を作用させたことにより大き

く変形していた。この原因は明らかではないが， ｭ゚

シクロデキストリンは熱に比較的安定であるので粉末

にする際の乾燥時ではなし水での洗i予防に変形した

ものと考えられる。

2. スギ精油粉末製剤中の精油含有率の比較

精油デンプン末，精油有孔デンプン末及び精油戸

シクロデキストリン末に含有されるスギ精ilù量を含有

率で図】 3 に示した。精力)1 ß-シクロデキストリン末が，

最も多いが~29%のスギ精油を含有し，次いで精油有孔
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①デンプン ②精油デンプン末

③有孔デンプン ④精油有孔デンプン末

⑤βーシヲロデキストリン ⑥精油βーシヲロデキストリン末

図-2 基材粉末汲ひ精油含有粉末製剤の電子顕微鏡写真
30 
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図-3 粉末製剤f青油含有率
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①スギ精油
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デンプン末の約18%であった。比較対照に用いた精油

デンプン末はわずかに約6%であった。精力]Iß ーシクロ

デキストリン末では精illlデンプン末の 5 倍量，精油有

孔デンプン末では 3 倍量を保持していた。スギ精油を

有孔デンプンでは粒子レベルで空l僚に吸着し ， ß ーシ

クロデキストリンでは分子レベルで包接すると考えら

れるが， 7、ギ精inlが実際どのように吸着又は包接され

ているかは明らかでない。

しかし，いずれもスギ精illi を油の状態ではなく，粉

末として取り扱いを容易にすることができた。このこ

とにより，入浴剤や芳香剤などへの新しい製品の開発

に応且lできると思われる。

3 ，スギ精油粉末剤に含まれる成分の比較

有孔デンプンと戸シクロデキストリンのいずれで

もスギ精油を粉末製剤l化できることを確かめたが，粒

子レベル(有孔デンプン)と分子レベル (ß シクロデキ

ストリン)での迷いが，ただ単に保持量差として現わ

れているだけなのか，またスギ精油成分の構成比に変

化を与えているのかについて検討した。スギ精油，精

油デンプン末，精油有孔デンプン末及び精油 F ーシク

ロデキストリン末に含有されるスギ精油成分を， G C 

により分析しそのクロマトグラムを図- 4 の①~④に

示した。図からも明らかなように.粉末製剤化するこ

とによりスギ精油に含まれていた低沸点成分(図ー 4 の

①における保持時間が3.7分， 4.3分， 4.5 分， 4.8 分.

ー

5.1分及び5.6分のピークなど)が小さくなっていた。

最初のピーク(保持時間3.7分)は， G C/MS により

α ーピネンと推定でき，さらに市販の α “ピネンを使い

GC及びGC/MS を行った結果，保持時間及び質量

堅註担
②デンプン

③有孔ヂンプン ④シウロデキストリン

図-4 スギ精油及び各精油含有粉末製剤n ヘキサン抽出物のガスク口マトダラム
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スベクトルが一致し十ピネンと同定できた。もう一

つの大きなピーク(保持時間4.3分)は質量スペクトル

より，分子量 136 のモノテルペン鎖であることが推定

されたが，物質名まで同定できなかった。さらに，

F ミルセン (4.5分)， 3ーカレン (4.8分) , α →テルピネ

ン (4.9分)及び')モネン (5.1分)などのモノテルベン類

を同定した。

また，図 5 に各粉末製剤IJn ヘキサン抽出物の成分

構成割合を示した。各粉末製剤lにおいて F エレモー

ル(14.1分)の比率が大きくなったの，全体に占める耐l

積がi且沸点l品分(α ピネンなど)が小さくなったため

である。

これら低沸点のモノテルベン類は，粉末製剤のいず

れにおいても保持されておらず，粉末製剤調製時(水

洗，乾燥など)での揮発と考えられるが，原凶は明ら

に-c きな治、った。

.-，ピネン

o 10 20 30 40 

構成比(軸)

図-5 精油含有粉末ヘキサン抽出物の主成分

W まとめ

本研究により，いずれの粉末化基材にもスギ精油を

保持することができた。製剤化で広く使用されている

デンプンに比べ，有孔デンプンでは 3 倍畳 ， ß シク

ロデキストリンは 5 倍量:のスキ7育訓11 を保持していた。

また，有孔デンプンではスギ精ilÙ を作用させてもその

形状に変化は認められなかったが， ß シクロデキス

トリンは大きな変形を認めた。その原因は分子レベル

での保持と粒子レベルでの保持に起因していると考え

られたが，その詳細は明らかでなかった。

粉末製剤化により，酸化されやすい成分の酸化防止

に役立てられたり，他の成分と配合が符易となったり，

品質の安定化を増したり，その利用価値は大きく飛躍

すると思われる。例えば，香りを徐々に放出する効果

を期待した徐放性の粉末や多成分を配合した錠剤状の

入浴斉IJなど，これまでにない新製品の開発が容易とな

る考えられる。
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